
26年度活動見込活動指標 単位 23年度 24年度 25年度

　　　　　　　　　　　　平成２６年行政事業レビューシート （内閣府）

計 85

回数

庁費 52 53

86

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

諸謝金 30 30 「新しい日本のための優先課題推進枠」35

平
成
2
6
・
2
7
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

2 3

委員等旅費

回数

0 0

職員旅費

0.9

26年度見込

費　目 26年度当初予算 27年度要求

－

当初見込み 9

北方対策本部が主催若しくは関係団体と協力して実施す
る北方領土問題の啓発を目的とした講演会やパネル展
等のイベントの開催回数
なお、委託事業である北方領土隣接地域振興啓発事業
と調査研究事業については、対象外としている。

8

― ― 8

―

主な増減理由

活動実績

62.5 70.3

7.0/9

67.1

前年度比増

達成度 ％

25年度 26年度活動見込

％

単位当たり
コスト 0.8― ―

―

100達成度

成果指標 単位 23年度 24年度

100

成果指標
目標値

（26年度）

全国各地で開催される北方領土問題の解決の促進に資
する行事等の情報を北方対策本部ホームページに掲載
する回数

成果実績 回数 月１回以上

100

月１回以上

月１回以上

執行率（％） 98%

年15回以上月１回以上 月１回以上

執行額

25年度

翌年度へ繰越し - - --

86

355

月１回以上

363 197 75 85

88% 79%

23年度

85 86

補正予算 -

予備費等 - - - -

- - -

計

27年度要求

予算
の状
況

当初予算 363 197 75

事業概要
（5行程度以内。別

添可）

①北方領土返還運動の推進及びこのための在るべき啓発手法の検討等
②北方領土隣接地域における広報啓発活動の充実による返還運動の活性化
③北方地域に関する諸問題についての施策の資料として、これらに関する実情等を把握するための調査

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

23年度 24年度 25年度 26年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

内閣府設置法
北方領土問題等の解決の促進のための特別措置に関す
る法律

関係する計画、通
知等

北方領土問題等の解決の促進を図るための基本方針
（平成２２年４月　府・外・国　告示第１号）

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以内）

　内閣府設置法、北方領土問題等の解決の促進のための特別措置に関する法律等に基づき、北方領土問題その他北方地域に関する諸問
題についての国民世論の啓発及び元島民後継者対策推進事業等を推進する。また、北方領土隣接地域における広報啓発活動を充実し返還
要求運動を活性化させるための隣接地域振興啓発事業の推進等を図る。

事業開始：昭和43年度 担当課室 ―
参事官

山谷　英之

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
８０　北方領土問題解決促進のための施策の推進

（政策２０－施策①）

事業番号 0106

北方領土返還要求運動推進等経費 担当部局庁 北方対策本部 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

―

Ｘ＝北方対策本部が主催若しくは関係団体と協力して実
施する北方領土問題の啓発を目的とした講演会やパネ
ル展等のイベントの開催にかかった費用（決算額）
Ｙ＝イベント等の開催回数

-

　Ｘ/Ｙ

単位当たり
コスト

算出根拠

目標値 回数

前年度から繰越し - - -

173 59

単位 24年度

-

成果実績 ％

百万円

24年度 25年度

計算式 ― 7.0/8

単位 23年度

24年度

目標値 割合 70%以上 前年度比増

達成度 ％ 37.7 124.7

北方対策本部ホームページで実施する意見募集におけ
る、北方領土問題の啓発を目的とした講演会やパネル展
等のイベントへの参加意欲があるとの回答の割合

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

北方対策本部ホームページへの月間平均アクセス件数
（北方領土返還運動全国強調月間を除く。）
※平成23年1月より、ログの取得方法の変更（内閣府等からの
アクセスの排除）が行われたため、平成23年度以降のアクセス
件数については、それ以前の年度と単純に比較することはで
きない。

成果実績 件数 4,524 5,642

成果指標 単位 23年度

4,997

目標値 件数 12,000 前年度比増 前年度比増 前年度比増

89.3 112.5 95.4

88.6

前年度比増

25年度 26年度活動見込



事業番号 0106

現
状
通
り

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

　点検対象外

評　価項　　目

引き続き、予算の効率的執行に努めるとともに、実績を適切に概算要求に反映させること。

引き続き適正な予算の執行、事業成果の検証に努める。

　北方領土問題に関する国民世論の啓発等は、法律に
よって「国の責務」とされていることから、国が主体的に実
施していく必要があるものである。

事業所管部局による点検・改善

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事
業
の
効
率
性

0158平成23年 0154

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

行政事業レビュー推進チームの所見

○　財務省予算執行調査　２４年度（２）北方対策費（広報関係経費）
　http://www.mof.go.jp/budget/topics/budget_execution_audit/fy2012/sy2407/02.pdf

国
費
投
入
の

必
要
性

○

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

○

○

392

－

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

　国土交通省の北方領土隣接地域振興等経費は、「北方
領土隣接地域の振興及び住民の生活の安定に関する計
画」に基づき、１市４町が実施する基幹産業の振興等に
係る事業を対象にした補助事業であり、北方領土隣接地
域振興対策根室管内市町連絡協議会が行う北方領土隣
接地域における返還要求運動の広報啓発活動とは事業
が重複しないよう役割分担が図られている。

所管府省・部局名

事
業
の
有
効
性

改善の
方向性

－

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

　返還要求運動は幅広い年齢層への普及・啓発が必要であるが、中でも若い世代の北方領土問題の認知度が低いことから、次代を担う若い
世代への知識の普及・啓発を推進していくことが必要なところ。
　平成２５年度は啓発機会の拡充の観点から、民間企業にアンケートを行い協力できる内容などを調査するとともに、企業と連携した啓発活動
の実施を推進した。

　事業の効果の把握が難しい広報啓発事業ではあるが、
出来るものにはアンケート調査等の効果測定を実施し、
事業の分析・把握を行っている。

○

○

－

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

国土交通省北海道局北方領土隣接地域振興等経費

　契約に当たっては、一部、契約の性質又は目的が競争
を許さない場合を除き、原則として一般競争入札に付して
おり、競争性を保っている。

事業番号 類似事業名

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

○単位当たりコストの水準は妥当か。

△

○

重
複
排
除

外部有識者の所見

評価に関する説明

　北方領土返還要求運動に関する広報啓発事業について、出来るものにはアンケート調査等の効果測定を実施するなど、事業の分析・把握
を行い、効果的で効率的な広報啓発に努める。

備考

0108

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成25年平成24年



事業番号 0106

※平成25年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

注１

＊四捨五入の関係で合計に不一致あり。

８百万円 ４百万円

消耗品、印刷製本費等
現地視察及び会議出席旅費、
会議出席謝金

【随意契約（少額）】 【随意契約（少額）】

Ｅ．民間会社（２１社）
Ｆ．個人（職員及び委員等

旅費）

７百万円 ４百万円 ３百万円３４百万円

資金の流れ
（資金の受け取り
先が何を行ってい
るかについて補足
する）（単位：百万

円）

D．(株)アイ・ビー・ティ

内閣府

＊５９百万円

【一般競争入札】 【一般競争入札】

啓発・後継者対策事業の
企画及び実施等

【随意契約】 【総合評価入札】

Ｇ．㈱コミュニケーション科
学研究所

５百万円

アンケート調査及びインタ
ビュー調査の実施等

TVスポットシネアド広告

A．北方領土隣接地域振興対策根
室管内市町連絡協議会 B．（株）博報堂 C．（株）電通

注１）北方領土隣接地域振興対策根室管内市町連絡協議会は、北方領土隣接地域である根室市、別海町、標津町、中標津
町、羅臼町の１市４町が、各事業実施、調整のために組織した協議会である。

北方地域総合実態調査

【再委託】

民間企業と連携した国民世論
の啓発に関する調査

イベントの実施、学習機会の
提供及び研修の実施、パネル
展開催、修学旅行補助等



事業番号 0106

計 3 計 0

事業費 資料代及び翻訳費 1

人件費 研究員 3

D.(株)アイ・ビー・ティ

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 4 計 5

その他 上映料金 3

制作費 上映素材制作費 0 事業費 アンケート調査及びインタビュー調査 5

C.（株）電通 Ｇ．（株）コミュニケーション科学研究所

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 7 計 0

その他 整理・検討・報告書作成 1

その他
委員会運営経費（会場借上げ、電話代、謝
金、交通費等）

1

再委託
（株）コニュニケーション科学研究所
アンケート調査及びインタビュー調査

5

B.（株）博報堂 F.個人

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 34 計 0

謝金 講師等謝金　等 1

役務費 会場等設営、広告費　等 2

管理費 一般管理費 3

旅費 講師等旅費　等 7

借上費 大型バス・レンタカー、船舶、会場、宿泊所 13

庁費

A.北方領土隣接地域振興対策根室管内市町連絡協議会 E.（財）日本科学技術振興財団

印刷製本、昼食代、消耗品　等 8

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

使　途
金　額

(百万円）
費　目費　目 使　途

金　額
(百万円）



事業番号 0106

支出先上位１０者リスト

A.

B.

C.

D.

Ｅ．

Ｆ．

Ｇ.

※　落札率については、他の契約の予定価格を類推される恐れがあるため公表していない。

1 （株）博報堂 民間企業と連携した国民世論の啓発に関する調査 7 2 ※

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
北方領土隣接地域振興対策根
室管内市町連絡協議会

北方領土隣接地域啓発事業 34 随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）電通 TVスポットシネアド広告 4 3 ※

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 (株)アイ・ビー・ティ 北方地域総合実態調査 3 2 ※

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （財）日本科学技術振興財団 北方対策本部ＨＰの運営支援 1.0 随意契約 －

2
ゆうばり国際ファンタスティク映
画祭実行委員会

ゆうばり国際ファンタスティク映画祭における広告一式 1.0 随意契約 －

3 （株）謄栄社 印刷製本費 0.8 随意契約 －

4 プライム・ストラテジー（株） 北方対策本部ＨＰの運営支援 0.7 随意契約 －

5 丸井工文社 印刷製本費 0.7 随意契約 －

6 （株）昭文社 印刷製本費 0.7 随意契約 －

7 （株）ムラヤマ サッポロビール北海道工場内内での啓発パネル展会場設営等 0.6 随意契約 －

8 （社）北海道倶楽部 北海道フェアin代々木に関する広告一式 0.5 随意契約 －

9
オホーツク網走フィルムフェス
テイバル実行委員会

オホーツク網走フィルムフェステイバルにおける広告一式 0.5 随意契約 －

10 （株）共同通信社 情報受信料 0.3 随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 個人Ａ 職員旅費 0.6 － －

2 個人Ｂ 職員旅費 0.5 － －

3 個人Ｃ 職員旅費 0.3 － －

4 個人Ｄ 職員旅費 0.2 － －

5 個人Ｅ 職員旅費 0.2 － －

6 個人Ｆ 職員旅費 0.2 － －

7 個人Ｇ 職員旅費 0.2 － －

8 個人Ｈ 職員旅費 0.2 － －

9 個人Ｉ 職員旅費 0.2 － －

10 個人Ｊ 職員旅費 0.2 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
(株)コミュニケーション科学研究
所

アンケート調査及びインタビュー調査の実施等 5 再委託 －


